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要 旨 
 水密性が要求される構造物では、温度応力に起因するひびわれを防止するとともに、乾燥収縮に起

因するひびわれも防止する必要がある。このような場合のひびわれ防止対策として、低熱ポルトラン

ドセメントを用いて温度応力を低減し、水和熱抑制型膨張材を用いて初期の水和発熱を抑制し、かつ

乾燥収縮を低減する方法が考えられる。しかし現状では、低熱ポルトランドセメントと水和熱抑制型

膨張材を併用したコンクリートの諸性状に関する報告例は少ない１）。 
 本検討では、低熱ポルトランドセメント（以下ＬＣと記す）に水和熱抑制型膨張材を適用した場合

のコンクリートの諸性状を把握することを目的として室内実験を実施した。なお、比較のために高炉

セメント B種（以下ＢＢと記す）に水和熱抑制型膨張材を適用したコンクリートについても同様の実

験を行った。これらの室内実験の結果を用いて、PC タンクの温度応力解析２）を行い、水和熱による

温度ひび割れ抑制効果を、ＬＣを用いた場合とＢＢを用いた場合で相対比較することにより確認した。 
 
１． はじめに 

コンクリート構造物は、耐久性を確保するためにひび

割れの発生を抑制することが不可欠である。ひび割れの

原因は、フレッシュ性状から供用期間までに様々な外的

及び内的因子が複雑に影響しあい生じる場合が多く、原

因に応じた対策工法をいくつか組み合わせて適用するこ

とが必要である。中でも、フレッシュから硬化過程に生

じる水和熱による温度ひび割れは、主要因が温度変化で

あることから、これまでにプレクーリング工法やパイプ

クーリング工法など直接コンクリート温度を低減させる

方法、超低発熱型セメント等による使用材料に期待する

方法など、数多くの対策工法が採用されてきた。また、

近年は、低発熱型セメントが JIS 化され、現場作業の軽

減化から、温度ひび割れ対策の一つとして、セメントの

種類を低発熱型に変更するケースも増加傾向にある。さ

らに、温度ひび割れが体積変化に起因することに着目し、

膨張材や収縮低減剤を併用する対策工法も適用されてい

る３）４）。しかし、このような検討事例はまだまだ少ない

のが現状である。 

本稿では、水密性が要求される PC タンク側壁の水和熱

による温度応力を低減するために、ＬＣに水和熱抑制型

膨張材を適用した場合のフレッシュ性状及び力学特性を

室内実験により把握し、この結果を用いて PC タンク側壁

の温度応力解析を実施し、ひび割れ抑制対策の検討を行

った。なお、解析には高炉セメント B 種と水和熱抑制型

膨張材を用いたコンクリートの結果も併記している。な

お、室内実験及び温度応力解析の結果は「吾妻米軍（11）

貯油施設その他土木工事」の PC タンクに反映した。 
 

２． 実験概要 

２．１ 使用材料 

使用材料の概要を表－１に示す。 
２．２ 配合 

検討配合を表－２に示す。コンクリートの練混ぜは容

表－１ 使用材料の概要 
材料名 記号 備考 

低熱ポルトランドセメント LC 密度3.22g/cm3、比表面積3350cm2/g 

高炉セメントB種 BB 密度3.04g/cm3、比表面積3750cm2/g 

水和熱抑制型膨張材 ExM 石灰系膨張材、密度2.85 g/cm3、比表面積3440cm2/g 

山砂 S 千葉県君津産、表乾密度2.58 g/cm3、吸水率1.92 %、粗粒率2.51

砕石（2005） G 北海道上磯産、表乾密度2.70 g/cm3、吸水率0.41 %、粗粒率6.59

流動化剤 SP メラミンスルホン酸系化合物 

AE減水剤 Ag1 リグニンスルホン酸化合物ポリオール複合体 

AE剤 Ag2 変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤 

*技術研究所 **名古屋支店 ***横浜支店 ****土木部 



 

 42

量 50 リットルの強制 2軸ミキサを使用した。流動化剤を

添加しないコンクリートは、全材料を一括投入して 60 秒

間練り混ぜた。流動化剤を添加する場合は、流動化剤を

添加しない場合の練混ぜを完了してから 10 分経過後に

流動化剤を投入して 60 秒間練り混ぜた。 

室内実験は、空調設備がない生コン工場内の試験室で

実施した。 

２．３ 試験項目 

試験項目および方法５）の一覧と、スランプ、空気量、

圧縮強度、拘束膨張率の目標管理値を表－３に示す。ス

ランプ及び空気量は流動化剤を添加した配合について、

流動化剤添加前、添加直後、添加後 15 分、30 分、45 分

の経時変化を測定した。圧縮強度試験は、膨張材を使用

した配合について、材齢 3、7、14、28、56、91 日にそれ

ぞれ実施した。拘束膨張率測定用供試体は、打設から 1

日後に脱型し、材齢 7 日まで 20±1℃の水槽に入れて養

生した。その後、20±2℃、R.H.60±5%の恒温室で養生し

た。供試体は脱枠直後、材齢 3、7、14、21、28 日に測長

した。 

 

３． 実験結果 

３．１ フレッシュ性状 

 流動化コンクリートである配合LC1-S及びLC1-ESのス

ランプの経時変化を図－１に、BB-S 及び BB-ES のスラン

プの経時変化を図－２示す。スランプ測定時のコンクリ

ート温度は、26.0～27.0℃であった。水和熱抑制型膨張

材を使用した配合 LC1-ES は、膨張材を使用しない配合

LC1-S と比較して、流動化剤添加から 45 分間のスランプ

ロスが 3.5cm 少なかった。ＢＢを使用した場合について

も同様に水和熱抑制型膨張材の使用により、使用しない

配合と比較してスランプの経時保持性が 7.5cm 向上した。

これは、水和熱抑制型膨張材がコンクリートの初期にお

ける水和反応を抑制したためと考えられる。水和熱抑制

型膨張材を用いることにより、流動化コンクリートの経

時保持性が向上することが確認された。その効果はＬＣ

よりもＢＢを使用した場合の方がより顕著にみられた。 

３．２ 圧縮強度 

圧縮強度試験はそれぞれの配合について行っているが、

ここでは水和熱抑制型膨張材とＬＣ及びＢＢを使用した

配合 LC2-E、BB-E の圧縮強度試験結果を図－３に示す。

また、それぞれの強度発現の近似式を図中にあわせて示

す。LC2-E、BB-E 共に近似式の相関関係が高い。BB-E の

方が LC2-E と比較して材齢初期の強度発現が良好なこと

が見て取れる。一方 LC2-E は長期材齢で強度の伸びが大

表－３ 試験項目および方法５） 
目標管理値 

試験項目 試験方法 
流動化前 流動化後 

スランプ JIS A 1101に準拠 8.0±2.5 (cm) 12.0±2.5 (cm) 

空気量 JIS A 1128に準拠 4.5±1.5 (%) 

外気温度 棒状温度計で測定 － 

コンクリート温度 棒状温度計で測定 － 

圧縮強度 JIS A 1108に準拠
36N/mm2 

管理材齢はＬＣで56日ＢＢで28日とした 

凝結時間 JIS A 6204を参照 － 

ブリーディング率 JIS A 1123を参照 － 

拘束膨張率 
JIS A 6202付属書2

のB法を参照 
材齢7日において150～250×10－６程度 

表－２ 検討配合 
W/(C+ExM) s/a 単位量(kg/m3) 混和剤（ml/m3） 

配合名 
(%) (%) W C ExM S G Ag1 Ag2 SP 

LC1-S 51.0 42.4 150 294  0 782 1110 14.7 735 1588 

LC1-E 51.0 42.4 150 264 30 779 1108 14.7 735    0 

LC1-ES 51.0 42.4 150 264 30 779 1108 14.7 735 2117 

LC2 48.0 41.7 150 312  0 761 1115 15.6 780    0 

LC2-E 48.0 41.7 150 282 30 759 1112 15.6 780    0 

LC2-ES 48.0 41.7 150 282 30 759 1112 21.8 780 1114 

BB 48.0 40.8 155 323  0 730 1110 16.2 808    0 

BB-S 48.0 40.8 155 323  0 730 1110 16.2 808 1938 

BB-E 48.0 40.8 155 293 30 730 1107 14.7 808    0 

BB-ES 48.0 40.8 155 293 30 730 1107 16.2 808 1357 
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きい。材齢 7日における BB-E に対する LC2-E の圧縮強度

の比は 0.7 程度であるのに対して材齢 91 日では 0.95 と

BB-E との差は小さくなる傾向にある。 

３．３ 凝結時間 
ＬＣとＢＢを使用した場合の凝結時間の測定結果を図

－４に示す。凝結時間を測定した期間の外気温度は 20.0

～23.0 ℃であった。ＬＣと水和熱抑制型膨張材を使用し

た配合 LC2-E は、水和熱抑制型膨張材を使用しない配合

LC2 より始発時間で 100 分、終結時間で 80 分遅延した。

また、ＬＣと水和熱抑制型膨張材を併用したコンクリー

トに流動化剤を添加した配合 LC2-ES は、流動化剤を添加

しない配合 LC2-E より始発時間で 30 分、終結時間で 40

分遅延した。同様にＢＢと水和熱抑制型膨張材を使用し

た配合 BB-E は、水和熱抑制型膨張材を使用しない配合

BB より始発時間で 135 分、終結時間で 155 分と大きく遅

延した。また、ＢＢと水和熱抑制型膨張材を併用したコ

ンクリートに流動化剤を添加した配合 BB-ES は、流動化

剤を添加しない配合 BB-E より始発時間、終結時間共に

35 分遅延した。 

これら凝結の遅延は水和熱抑制型膨張材の使用によっ

て初期の水和反応が抑制されたことによる影響と、流動

化剤を添加することによって凝結が若干遅延する６）ため

であると考えられる。 
３．４ 拘束膨張率 

ＬＣと水和熱抑制型膨張材を併用した配合 LC1-E、お

よび、ＬＣと水和熱抑制型膨張材を併用したコンクリー

トに流動化剤を添加した配合 LC1-ES の拘束膨張率測定

結果を図－５に示す。なお、供試体作成時のコンクリー

ト温度は 26.0～27.0℃であった。材齢 7 日での拘束膨張

率は、流動化剤添加の有無にかかわらず 190×10－６程度

となり、表－３に示す目標管理値７）に適合した膨張率が

得られた。材齢 28 日での拘束膨張率は、配合 LC1-E で

91×10－６、配合 LC1-ES で 119×10－６、となった。水和熱

抑制型膨張材の収縮補償性能が十分であることが確認さ

れた。 

今回の実験では、水和熱抑制型膨張材を使用したコン

クリートで良好な膨張性を確保できた。また、流動化剤

の添加が、水和熱抑制型膨張材を使用したコンクリート

の膨張性に与える影響は小さかった。 
 

４． 温度応力解析 

 以下では室内実験より得られた結果を用いて温度応力
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解析を行った。 

４．１ 解析対象 

 解析対象は「吾妻米軍（11）貯油施設その他土木工事」

の PC タンクの側壁 1～4 リフトとした。解析は温度応力

汎用プログラムを用いて行い、対称性を考慮し、軸対称

1/2 モデルで実施した。解析モデルを図－６に示す。 

４．２ 解析条件 

 解析は室内実験の結果をもとにLC2-EとBB-Eのそれぞ

れの配合を用いた場合の 2 ケース（以下ＬＣ、ＢＢとす

る）について実施した。各リフトの打設日と打設時の外

気温度を表－４に、解析条件を表－５に示す。ここで、

圧縮強度については室内実験の結果を用い、圧縮強度以

外については標準示方書（施工編）２）に準拠した。また、

各セメントの打込み温度20℃における断熱温度上昇曲線

を図－７に示す。図－７においてＢＢについては標準示

方書（施工編）２）の式を、ＬＣについては太平洋セメン

ト株式会社の技術資料「低熱ポルトランドセメントの概

要」による式を参照した。 

４．３ 解析結果 

 各リフトの解析結果を表

－６に示す。また、各リフト

の最小ひび割れ指数となる

節点における、温度、応力、

温度ひび割れ指数注２）の経時

変化を図－８～１３にそれ

ぞれ示す。なお、最小ひび割

れ指数となる節点は各リフ

トとも壁断面の中央付近で

あった。 

 

表－４ 打設間隔 
部位 打設日 外気温度（℃）

側壁1リフト 5月 7 日 17.5 

側壁2リフト 5月 18 日 19.7 

側壁3リフト 5月 29 日 21.3 

側壁4リフト 6月 9 日 22.0 

 
表－５ 解析条件 

解析ケース 
項目 

ＢＢ ＬＣ 

圧縮強度推定式 f’c(t)=50.3t/(8.72+0.92t) f’c(t)=47.6t/(15.69+0.85t)
引張強度推定式 ft(t)=0.35√f’c(t) 
静弾性係数推定式 Ee(t)=φ(t)×4700√f’c(t) 

線膨張係数 10×10－6 注１） 

注１）既往の研究から膨張材を使用した場合の線膨張係数は使用しない場合と比

較して 2～3 割程度減じることができると言われている３）が、現段階では不

明な点もあるため、本解析では従来からの値を用いた。 
注２）温度ひび割れ指数 Icrは、コンクリートの引張強度 ft(t)を発生する温度応

力σt(t)で除した値 Icr=ft(t)/σt(t)で表される２）。 

Ｃ Ｌ 

1500 側壁 4 リフト 

1500 側壁 3 リフト 

1500 側壁 2 リフト 

1500 側壁 1 リフト 

1600 底版 

24106 1000

図－６ 解析モデル 

図－７ 断熱温度上昇曲線 
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図－１１ 温度の経時変化（ＢＢ） 
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図－８ 温度の経時変化（ＬＣ） 
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図－１２ 応力の経時変化（ＢＢ） 
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図－１０ 温度ひび割れ指数の経時変化（ＬＣ）

表－６ 解析結果の一覧 
最小ひび割れ指数 最大応力（N/mm2） 材齢（日） 

部位 
ＢＢ ＬＣ ＢＢ ＬＣ ＢＢ ＬＣ 

側壁1リフト 0.70 1.21 2.61 1.34 11.9 13.6 

側壁2リフト 0.75 1.32 2.43 1.22 11.9 12.9 

側壁3リフト 0.77 1.32 2.39 1.22 12.1 13.1 

側壁4リフト 1.03 1.76 1.90 1.15 8.5 13.5 
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４．４解析結果の考察 

 発生する応力の経時変化を見ると、各ケース、各リフ

トとも、コンクリート打設直後に圧縮応力が発生し、材

齢 3～5 日に引張応力に転じていることから外部拘束型

のひび割れが卓越する結果となった。このことから、ひ

び割れが発生した場合、貫通ひび割れとなる可能性が高

いと考えられる。しかし、本解析の PC タンクのように水

密性が要求される構造物においては貫通ひび割れを抑制

しなければならない。そのため、温度ひび割れ指数をで

きるだけ大きくする必要がある。 

 最小ひび割れ指数は各リフトともＬＣがＢＢの 1.7 倍

程度大きい値を示した。これについては、各リフトに発

生する最高温度と外気温平衡時の温度との差が大きな影

響を及ぼしているものと思われる。つまり、最高温度と

外気温平衡時の温度との差がＢＢはＬＣの 2 倍程度大き

く、それだけ温度降下時のコンクリートの収縮量も大き

いため、発生する応力も大きくなったと考えられる。 

 最小ひび割れ指数の発生する材齢はＬＣの方がＢＢよ

りも 1 日程度遅くなっているが、これは断熱温度上昇曲

線の傾きからもわかるように、ＬＣの発熱速度がＢＢよ

りも小さいことによる影響と考えられる。 

 また、最小ひび割れ指数の発生する材齢は各リフトと

も上のリフトを打ち継いだ影響が大きいことが経時変化

図より見られる。 

 リフト間での最小ひび割れ指数はより上のリフトにな

るに従い大きくなる傾向となっているが、このことは、

リフト高が高くなるほど拘束が小さくなることに起因し

ている。従って、ＬＣ、ＢＢともに側壁 1 リフトが最も

小さい温度ひび割れ指数を示す結果となった。 

 

５． まとめ 

 今回の室内実験及び温度応力解析の結果から以下の知

見が得られた。 
（１）水和熱抑制型膨張材は、低熱ポルトランドセメン

トを使用した流動化コンクリートのスランプ保持

性を向上させる。 

（２）低熱ポルトランドセメントと水和熱抑制型膨張材

を併用したコンクリートでは、水和熱抑制型膨張

材を使用しない場合と比較して、始発時間が 100

分遅延し、終結時間が 80 分遅延した。 

（３）低熱ポルトランドセメントと水和熱抑制型膨張材

を併用したコンクリートで目標とする拘束膨張率

を得ることができた。また、流動化剤の添加が低

熱ポルトランドセメントと水和熱抑制型膨張材と

を併用したコンクリートの膨張性に与える影響は

小さかった。部位によってコンクリートに流動性

が要求される場合には、流動化コンクリートとし

て用いても問題は無いと考えられる。 

（４）低熱ポルトランドセメントは高炉セメント B 種と

比べて初期の水和発熱が少なく温度応力に起因す

るひび割れを抑制することが期待できる。従って、

低熱ポルトランドセメントと水和熱抑制型膨張材

とを併用したコンクリートは、水密性が要求され

る構造物のひび割れ防止対策の一つとして適用が

可能であることがわかった。 

 

 今回の検討から、低熱ポルトランドセメントの使用は

水和熱による温度ひび割れ低減対策の有効な手段の一つ

として実施工への適用性は非常に高いと考えられる。今

後は、水和熱抑制型膨張材がコンクリートの線膨張係数

に与える影響を定量的に把握することも必要である。 

 本施工では側壁に熱電対、有効応力計、無応力計を設

置し計測管理も行っている。計測結果は低熱ポルトラン

ドセメントと膨張材を併用した温度応力の資料とすると

ともに、解析結果との比較を行い、マスコンクリート対

策の有用なデータとしていく考えである。 
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